
令 和 元 年 1 2 月 2 3 日

厚生労働省政策統括官付参事官付

社 会 統 計 室

平成29年社会福祉施設等調査の訂正について

標記につきまして、以下の表の一部に誤りがありましたので訂正いたしました。

【平成29年e-stat掲載表】

・〈個別表〉

第23表 短期入所事業所数，事業所形態・併設型の定員階級、経営主体別

・〈閲覧表〉

第 70 表 障害者支援施設の昼間実施サービスの利用実人員・利用延人数,経営主体の公営－私

営、昼間実施サービスの種類別

第80表 重度訪問介護・同行援護・行動援護事業所の研修修了者数，都道府県－指定都市－中

核市、研修の種類別



平成29年 社会福祉施設等調査  正誤表

正

平成２９年 社会福祉施設等調査  平成２９年１０月１日

個別 第２３表 短期入所事業所数，事業所形態・併設型の定員階級、経営主体別

注：経営主体の「地方公共団体」には一部事務組合・広域連合を含む。「協同組合」には農業協同組合連合会・消費生活協同組合連合会を含む。「その他」にはその他の法人を含む。

総  数
国・独立行政

法人
地方公共団体 社会福祉協議会

社会福祉法人

(社会福祉協議

会以外)

医療法人 公益法人 協同組合 営利法人(会社)
特定非営利活動

法人(ＮＰＯ)
その他

4,730 64 169 35 3,631 201 16 16 266 268 64

2,678 3 69 23 2,376 61 3 - 49 83 11

1,617 1 36 12 1,393 51 3 - 37 75 9

645 - 21 4 597 5 - - 10 7 1

229 1 8 2 213 2 - - 2 1 -

57 1 2 - 54 - - - - - -

108 - 1 5 99 2 - - - - 1

22 - 1 - 20 1 - - - - -

1,983 61 99 12 1,209 137 12 16 211 178 48

69 - 1 - 46 3 1 - 6 7 5

誤

平成２９年 社会福祉施設等調査  平成２９年１０月１日

個別 第２３表 短期入所事業所数，事業所形態・併設型の定員階級、経営主体別

注：経営主体の「地方公共団体」には一部事務組合・広域連合を含む。「協同組合」には農業協同組合連合会・消費生活協同組合連合会を含む。「その他」にはその他の法人を含む。

総  数
国・独立行政

法人
地方公共団体 社会福祉協議会

社会福祉法人

(社会福祉協議

会以外)

医療法人 公益法人 協同組合 営利法人(会社)
特定非営利活動

法人(ＮＰＯ)
その他

4,730 64 169 35 3,631 201 16 16 266 268 64

2,747 3 70 23 2,422 64 4 - 55 90 16

1,618 1 36 12 1,394 51 3 - 37 75 9

645 - 21 4 597 5 - - 10 7 1

229 1 8 2 213 2 - - 2 1 -

57 1 2 - 54 - - - - - -

108 - 1 5 99 2 - - - - 1

90 - 2 - 65 4 1 - 6 7 5

4,303 64 155 29 3,263 190 15 16 259 256 56

69 - 1 - 46 3 1 - 6 7 5

  20人以上

  不 詳

 単独型・空床型

 不 詳 

 総  数

 併設型（一部単独型・空床型を含む)

  １〜４人

  ５〜９人

  10〜14人

  15〜19人

 総  数

 併設型（一部単独型・空床型を含む)

  １〜４人

  ５〜９人

  10〜14人

  15〜19人

  20人以上

  不 詳

 単独型・空床型

 不 詳 



平成29年 社会福祉施設等調査  正誤表

正

平成２９年 社会福祉施設等調査  平成２９年１０月１日 （人）

閲覧 第７０表 障害者⽀援施設の昼間実施サービスの利⽤実人員・利⽤延人数、経営主体の公営−私営、昼間実施サービスの種類別

注： 自立訓練サービスの利⽤実人員は、サービス費Ⅰとサービス費Ⅱのサービスを重複して利⽤している場合があるため、サービス費Ⅰとサービス費Ⅱの利⽤実人員の合計と一致しない場合がある。

生活介護サービス 就労移行支援サービス

（再掲）サービス費Ⅰ （再掲）サービス費Ⅱ （再掲）サービス費Ⅰ （再掲）サービス費Ⅱ

利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用延人数

総 数 130,713 2,605,073 1,521 1,480 21,610 44 145 836 834 14,295 2 2 994 17,610 89 1,807 6,026 113,867

 公 営 2,047 40,732 300 285 4,562 15 56 146 146 2,192 - - 279 5,160 4 78 147 2,860

 私 営 128,666 2,564,341 1,221 1,195 17,048 29 89 690 688 12,103 2 2 715 12,450 85 1,729 5,879 111,007

誤

平成２９年 社会福祉施設等調査  平成２９年１０月１日 （人）

閲覧 第７０表 障害者⽀援施設の昼間実施サービスの利⽤実人員・利⽤延人数、経営主体の公営−私営、昼間実施サービスの種類別

注： 自立訓練サービスの利⽤実人員は、サービス費Ⅰとサービス費Ⅱのサービスを重複して利⽤している場合があるため、サービス費Ⅰとサービス費Ⅱの利⽤実人員の合計と一致しない場合がある。

生活介護サービス 就労移行支援サービス

（再掲）サービス費Ⅰ （再掲）サービス費Ⅱ （再掲）サービス費Ⅰ （再掲）サービス費Ⅱ

利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用延人数 利用実人員 利用延人数

総 数 130,713 3,015,032 1,521 1,480 56,593 44 343 836 834 38,352 2 2 994 67,605 89 1,807 6,026 153,863

 公 営 2,047 40,732 300 285 19,295 15 164 146 146 2,192 - - 279 5,160 4 78 147 2,860

 私 営 128,666 2,974,300 1,221 1,195 37,298 29 179 690 688 36,160 2 2 715 62,445 85 1,729 5,879 151,003

昼間実施しているサービスの種類

昼間実施しているサービスの種類

自立訓練サービス（機能訓練） 自立訓練サービス（生活訓練）

自立訓練サービス（機能訓練） 自立訓練サービス（生活訓練） 就労継続支援サービス

（Ａ型）

就労継続支援サービス

（Ｂ型）

就労継続支援サービス

（Ａ型）

就労継続支援サービス

（Ｂ型）



平成29年 社会福祉施設等調査  正誤表

正

平成２９年 社会福祉施設等調査 平成29年10月1日

閲覧 第８０表 重度訪問介護・同⾏援護・⾏動援護事業所の研修修了者数，都道府県−指定都市−中核市、研修の種類別

注：1)指定都市及び中核市は別掲である。

  2)平成29年９月中に利用者がいた事業所の従事者数である。

重度訪問介護事業 同行援護事業 行動援護事業

行動障害を有する者に対する研修修了者 同行援護従業者養成研修修了者 行動援護従業者養成研修修了者又は強度行動障害

うちサービス提供責任者 うちサービス提供責任者 うちサービス提供責任者

 全   国 2,826 1,164 24,094 7,496 4,570 1,305

 北 海 道 35 14 300 120 129 42

（以下略）

誤

平成２９年 社会福祉施設等調査 平成29年10月1日

閲覧 第８０表 重度訪問介護・同⾏援護・⾏動援護事業所の研修修了者数，都道府県−指定都市−中核市、研修の種類別

注：1)指定都市及び中核市は別掲である。

  2)平成29年９月中に利用者がいた事業所の従事者数である。

重度訪問介護事業 同行援護事業 行動援護事業

行動障害を有する者に対する研修修了者 同行援護従業者養成研修修了者 行動援護従業者養成研修修了者

うちサービス提供責任者 うちサービス提供責任者 うちサービス提供責任者

 全   国 2,826 1,164 24,094 7,496 4,570 1,305

 北 海 道 35 14 300 120 129 42

（以下略）

支援者養成研修（基

礎及び実践）修了者


